















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































新浪財経新浪网 2009.4.29 http://finance.sina.com.、和讯 2009.4.6 http://
stock.hexun.comによると、天津鑫茂科技公司は2008年半年度報告・第六
章「重要報告」で次のように報告した。
当社は、2003年12月31日に天津高級人民法院に、１）長期販売購入
契約の無効確認、２）信用状による支払の差し止めおよびこの保全措置
を、それぞれ求めて提訴した。
高級法院は2004年１月２日に、上記２）だけを認め、１）は管轄な
しとして訴えを却下した。Ｘは２）について管轄違反で上訴したが、最
高人民法院は上訴を却下した。
Ｘは、2005年２月１日に日本商事仲裁協会に29億2000万円の支払い
を求めて仲裁申立てをし、2006年２月13日に全額認容の仲裁判断が出
された（日本商事仲裁協会東京05-03）。
このため当社は、同年度の営業外損失に209,230,256元を計上すると
ともに、2006年３月21日に天津高級法院に「Ｘの仲裁判断を承認・執
行してはならない」旨の申請をし、関係する資料を提出した。さらに当
社は2006年８月15日に天津市第一中級人民法院に前記１）を提訴した
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ところ、同院は2006年12月29日に“長期販売購入契約を解除する”旨
の判決を下し、Ｘは上訴したが、2007年４月17日に上訴棄却された。
しかし諸般の事情により、当社は前記のすべての訴訟と保全措置を取
り下げ、もっか天津高院で仲裁判断の承認に関する審理だけが進行中で
ある。
しかし、この報告の内容には疑問が多い。まず、上記１）の請求は仲裁
約款により訴えができず、JCAAで仲裁ができるだけであるし、２）の請
求のうち「信用状による支払の差止め本訴と保全措置」は最近の中国の一
種の流行であるが、これについては「明白な詐欺の証拠があったときだけ
認め、保全措置を濫用して国際信用を落とすな」という司法解釈があるか
らである
（庵）
。同社の一連の濫訴のように思える。
4‒2　天津高院の逐級報告
本事件に関する逐級報告を掲載した公刊資料
（按）
の《答復》によると、Ｘが
前記仲裁判断にもとづき天津の法院にその承認・執行を申請し、天津鑫茂
が承認拒絶の抗弁をしたことが一応わかる。
しかし管轄は天津市第一中級人民法院であるにもかかわらず、なぜ天津
高級人民法院が受理し、自庁の拒絶意見を付けて最高法院に報告しその意
見を請うたのだろうか、疑問である。思うに民事訴訟法37条「上級法院
の管轄の指定」にもとづき、ある特殊な理由で本事件は天津高級人民法院
が管轄することになったとも考えられるが
（暗）
、逐一級報告制度を無視し、
「上一級報告」だけを採った理由が不明であるである。
天津高院は、承認拒絶の意見を付けて最高法院に報告し、最高法院は
2008年９月10日に次の理由で天津高院の意見を追認しＸの承認申請を拒
絶する処理意見を示した
　１） 仲裁廷は仲裁判断の期日を天津鑫茂に通知していないので、JCAA
仲裁規則53条２項に違反する。
　２） Ｘの請求拡張を許可するかどうかについて、天津鑫茂の意見を聴い
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ていないので、JCAA仲裁規則20条２項に違反する。
　３） 以上の仲裁規則違反は、当事者の合意した仲裁手続に違反したこと
になるから、ニューヨーク条約５条１項（b）（d）に該当し、仲裁
判断は承認を拒絶すべきである。
4‒3　仲裁判断の承認・執行の拒絶
　天津高院は、前項の最高法院の処理回答に従って、2008年９月28日に
本仲裁判断の承認・執行を拒絶する決定をした
（案）
。
註
（44）　最高人民法院2003.7.16《関于厳禁随意止付信用証項下款的通知》法
［2003］103号、拙稿「仲裁保全で人民法院が荷為替信用状の支払停止を命じ
た例」JCAジャーナル2005年４月号注９参照。
（45）　最高人民法院民事審判第四庭編『渉外商事海事審判指導』人民法院出版社
2008年第２輯（総第17輯）81 ～ 102頁《関于裁定不承認和執行社団法人日本
商事仲裁協会仲裁裁決的報告的答復》〔2008〕民四他字第18号。この文献によ
ると、天津鑫茂は仲裁事務局と仲裁廷の仲裁手続の処理・進行に対して多大
の不満を抱いており、結果的に仲裁手続の違反を極大にまで誇張して徹底抗
戦したように思える。上記《答復》によると、天津鑫茂が仲裁申立書副本を
受けとったとき、中国側は仲裁人名簿からしか仲裁人が指定できないと思い
込み、仲裁人名簿が同封されていなかったためあわてて日本の仲裁協会事務
局に名簿を送付するように連絡したが名簿が速やかに送付されなかったの
で、やむなく日本留学経験がある中国人を仲裁人に指定したことにより、仲
裁防御が遅れたという。しかし疑問がある。仲裁申立書の送付の際に「JCAA
仲裁規則」と「仲裁人指定の注意書き」が同封されるのが普通で、これらの
書類を読めば、仲裁人の指定は名簿強制主義ではないことぐらいはすぐにわ
かるはずであるからである。上記《答復》の全訳は産大法学に掲載する予定
である。
（46）　天津鑫茂の前記「重要報告」によると、同社はＸが天津で仲裁判断の承
認・執行の申請をする前に機先を制するためいきなり天津高級人民法院に
「信越化学の仲裁判断の承認を拒絶するように」と申請したように読める。
しかし、注（45）の《答復》には、はっきりと「Ｘは当院に仲裁判断の承
認・執行の申請をしてきた」と記載されているので、この文件からはＸは当
初から高級人民法院に仲裁判断の承認・執行を申請したと読めるので、疑問
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が残る。
　　渉外民商事事件の訴訟管轄について、最高人民法院2001.12.25《関于渉外商
事案件訴訟管轄若干問題的規定》法釈［2002］５号の１条（三）（五）と３条
（五）で、外国仲裁判断の承認申請事件の管轄は「直轄市の中級人民法院ま
たは同地の高級人民法院が管轄する」と定めたので、Ｘは直接に天津高級人
民法院に承認申請をしたのかもしれない。あるいは、Ｘが天津中院に承認申
請をしたが、同院は民事訴訟法34条２項により天津高級法院に転送した〔向
上転移〕とも考えられる。
（47）　中国証券報2009年４月14日《天津鑫茂科技天迅股份有限公司2008年度報告
摘要》中の7-7《重大訴訟仲裁事項》に依る。
５　おわりに
本件で取り上げた「信越化学 vs.江苏中天」「信越化学 vs.天津鑫茂」の
各仲裁判断の承認拒絶事件は、いずれも日本商事仲裁協会の仲裁廷が１）
仲裁判断の時期を遅延したこと、２）仲裁判断の日を通知しなかったこ
と、３）請求拡張の申立について求意見書を中国側に送達しなかったこと
という基本的な手続きミスが原因になっている。
中国で成立した仲裁判断に対して日本の裁判所がその承認・執行を拒絶
した例は見当たらず、いずれも承認されている
（闇）
。本件のように日中の著名
な上場企業同士の仲裁判断が「仲裁手続が当事者の合意に違反する」とい
う事由でニューヨーク条約５条１項（b）（d）に該当したとして承認が拒
絶されたショックは大きい。
最後に、本稿はすべて中国側の資料に依拠しているので、速やかにＸ
側、仲裁人、事務局等は資料を公表し（とくに通知の有無、審問慣習な
ど）、真実を明らかにし、中国側の一方的な資料に対して逐一反駁し、日
中とも反省すべき点は反省し、レベルの高い学問的な議論が継続的に行わ
れることを望むものである。
註
（48）　中国で成立した渉外仲裁判断が日本で承認・執行請求され、これが認容さ
れた第一号は、岡山地裁 H5.7.14判決（浙江省軽工業品進出口公司 vs.㈱タケ
ヤリ執行判決請求事件、判例時報1492号125頁）である。その後いくつかのケ
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ースについては、吉野・斎藤「中国の仲裁判断の日本における承認と執行」
判例タイムズ861号24頁、高華鑫「日本の仲裁判断が中国において承認された
事例」JCAジャーナル2002年12月号22頁、姚重華「日本商事仲裁協会の仲裁
判断が中国の裁判所において承認された事例について」JCAジャーナル2004
年７月号２頁がある。
（998）
